
入札説明書 

１ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

入札に参加する者は、次に掲げる条件及び入札公告に掲げる条件をすべて満たし

ている者であること。 

(１) 地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号。以下｢令｣という。)第 167 条の４

第１項の規定に該当しない者であること。 

(２) 令第 167条の４第２項各号のいずれかに該当すると認められる者でその事実

があった後２年を経過していない者及びその者を代理人、支配人その他使用人と

して使用する者でないこと。 

(３) 会津美里町工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指

名等に関する要綱(平成 17年会津美里町告示第 25号)第５条第１項に規定する工

事等請負有資格業者名簿に登録されている者 

(４) 対象となる工種ごとに建設業法(昭和 24 年法律第 100 号、以下｢法｣という。)

第３条第１項の規定による許可を受けていること。 

(５) 会津美里町競争入札参加有資格者指名停止基準(平成18年会津美里町訓令第

22 号)に基づいて、指名停止の措置を受けた者にあっては、当該指名停止の期間

を経過していること。 

(６) 対象工事に法第 26 条に定める技術者及び現場代理人等必要な人員を配置で

きること。 

(７) 町税等に未納がないこと。 

(８) 特定建設工事共同企業体のいずれかの構成員が設計図書を閲覧しているこ

と。 

(９) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)又は民事再生法(平成 11 年法律第 225

号)に基づき、更正手続き又は再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。 

 

２ 入札参加手続等 

(１)  現場説明会は行わない。 

(２)  入札参加を希望する者は、閲覧期間内に設計図書閲覧申請書(様式第１号)を 

持参し閲覧すること。また、設計図書のＣＤを購入することができる。 

なお、設計図書閲覧申請書(様式第１号)及び工事費内訳書(様式第６号)は、電

子入札システム(入札情報公開システム)からダウンロードすること(過去に使用

した様式は使用しないこと。)。 

(３)  総合評価方式に関する競争参加確認申請書等の提出 

入札参加を希望する者は、会津美里町総合評価落札方式(特別簡易型)試行要領

に基づき、次の総合評価方式に関する競争参加確認申請書等の資料を指定された

期間内に提出すること。 



なお、次に掲げる様式は、電子入札システム(入札情報公開システム)からダウ

ンロードすること(過去に使用した様式は使用しないこと。)。 

ア 競争参加確認申請書(様式第２号) ※押印不要 

イ 企業の技術力(実績・経験等)調書(様式第３号) 

ウ 配置予定技術者の技術力(実績・経験等)調書(様式第４号) 

エ 企業の地域社会に対する貢献度調書(様式第５号) 

 (４) 特定建設工事共同企業体の結成に係る書類の提出 

入札参加を希望する者は、会津美里町建設工事に係る特定建設工事共同企業体

取扱要綱に基づき、次の特定建設工事共同企業体に関する資料を指定された期間

内に提出すること。 

なお、次に掲げる様式は、電子入札システム(入札情報公開システム)からダウ

ンロードすること(過去に使用した様式は使用しないこと。)。 

ア 制限付一般競争入札参加申込書(様式第１号) ※押印不要 

イ 特定建設工事共同企業体協定書（様式第２号）の写し 

ウ その他当該工事において定められた要件を確認するための資料(建設工事共 

同企業体編成表(様式第３号)) 

(５) その他 

ア 提出書類の差替え又は再提出は認めない。 

イ 提出書類の作成、提出に要する費用は、申請者の負担とする。 

ウ 提出書類は、返却及び公表を行わず、他の用途には使用しない。 

３ 入札方法等 

(１) 入札書の提出について 

入札に参加する者は、入札書、工事費内訳書、総合評価方式及び特定建設工事

共同企業体に関する書類を次に掲げる方法により提出すること。 

なお、電子入札システムに添付できる電子ファイルの数は最大 10 個まで、最大

データ容量は 3.0MB までと容量が限られているため、次に掲げるＰＤＦファイル

は白黒に限るものとする。 

ア 入札書の提出は、電子入札システムに入札金額及び電子くじ番号を入力する

ものとする(入札書は電子入札システムに入札金額を入力することで作成され

るため、提出は不要となる。）。 

イ 入札金額に係る工事費内訳書(様式第６号）を作成し、電子入札システムに添

付し提出すること(工事費内訳書の提出がない場合又は指定された工事費内訳

書とは異なる内容の書類が提出された場合は、当該入札参加者の入札は無効と

なる。）。 

ウ ２(３)アからエまでに記載した総合評価方式に関する競争参加確認申請書 

等の提出書類は、電子入札システムにより提出するものとする。 

エ ２(４)アからウまでに記載した特定建設工事共同企業体の結成に関する書類

は、電子入札システムにより提出するものとする。 



４ 総合評価に関する事項 

(１) 落札者候補者の決定方法 

ア 入札参加者は、価格及び実績等をもって入札をし、次の各要件に該当する者

のうち、下記(２)総合評価の方法によって得られた数値(以下｢評価値｣という。)

の最も高い者を落札候補者とする。 

① 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

② 評価値が、標準点(100 点)を予定価格で除した数値を下回らないこと。 

イ 上記において、評価値が同じ場合には、電子くじにより落札候補者の順位を

決める。 

(２) 総合評価の方法 

(特別簡易型) 

ア 実績等の内容に応じ、下記①～③の評価項目ごとに評価を行い、点数化した

得点の合計(以下｢加算点｣という。)を与える。 

① 企業の技術力(実績・経験等) 

② 配置予定技術者の技術力 

③ 企業の地域社会に対する貢献度 

｢加算点｣の算出方法は、全評価項目の満点(合計点数)を加算点最高点数 10 点   

とする。 

イ 入札価格及び実績等に係る総合評価は、入札者の実績等に係る上記アにより

得られた加算点と標準点の合計を当該入札者の入札価格から算出した評価値算

出価格で除して得た数値(評価値)をもって行う。 

(３) 評価項目及び評価基準 

別記 1に記載した各評価項目について、評価基準に基づき加点する。 

(４) 評価値算出価格 

評価値算出価格の設定方法は、以下のとおりとする。 

 (基準価格設定型) 

ア 予定価格算出の基礎となった工事積算をもとに評価基準価格を設定する。 

イ 評価基準価格を上回る価格を入札した参加業者の評価値算出価格は、入札価

格とする。 

ウ 評価基準価格以下の価格を入札した参加業者の評価値算出価格は、評価基準

価格とする。 

５ 開札等に関する事項 

(１) 落札候補者の公表について 

ア 評価値の高い者から３番目までの者を落札候補者とし、公表する。ただし、

開札時に落札候補者となった者がすべて入札参加資格を有しなかったときは、

順次、次の順位の者が落札候補者となる。 

(２) 入札結果の公表及び方法について 

ア 入札結果の公表は、契約締結後に行う。 



イ 公表は、電子入札システム（入札情報公開システム）及び町ホームページに

より行う。 

６ 入札参加資格要件の審査に関する事項 

(１) 落札候補者に対する通知 

第１落札候補者が決定した場合は、開札後速やかに当該落札候補者に電子入札

システムにより通知するとともに、電話等確実な方法により通知する。 

ただし、第１落札候補者が入札参加資格を有しなかったときは、順次、次の順

位の落札候補者に当該通知をするものとする。 

(２) 落札候補者の入札参加資格要件等の審査 

落札候補者は、通知のあった日から起算して２日以内に会津美里町事後審査型

制限付一般競争入札取扱要領第 12 条第２項に基づき、制限付一般競争入札参加

資格確認申請書(様式第７号)のほか、当該入札公告に記載する必要な書類に加え、

提出されている総合評価方式に関する競争参加確認申請書等を証明する書類(会

津美里町総合評価落札方式(特別簡易型)試行要領に定める様式第３号、第４号及

び第５号の備考欄に記載された書類等)を電子入札システムにより提出し、当該入

札に参加する者に必要な資格及び技術評価加算点の確認を受けること。 

なお、電子入札システムに添付できる電子ファイルの数は最大 10 個まで、最大

データ容量は 3.0MB までと容量が限られているため、添付するＰＤＦファイルは

白黒に限るものとする。 

(３) 入札参加不適格の通知 

落札候補者が入札参加資格を有していないことを確認した場合は、当該落札候

補者に理由を付して競争入札資格不適格通知書により通知する。 

(４) 入札参加不適格理由の請求 

ア 入札参加資格のない旨の通知を受けた者は、その理由について説明を求める

ことができる。 

イ アにより説明を求める場合には、通知を受けた日から２日以内に書面により

提出しなければならない。 

ウ イにより書面が提出された場合の時には、受理した日から起算して６日以内

に書面により回答するものとする。 

(５) 落札者の決定 

落札候補者が入札参加資格を有すると確認され、当該落札候補者を落札者とす

べきと決定されたときは、速やかに電子入札システムにより通知するとともに、

電話等確実な方法により通知する。ただし、落札者となるべき者の入札価格によ

っては、その者により当該契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認

められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこと

になるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の制限

の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち、評価値の最も高い者を落札者と

することがある。 



７ 入札保証金 

入札保証金は会津美里町財務規則の規定により免除する。 

８ 契約保証金 

契約を締結しようとする者は、会津美里町財務規則第 97 条の規定により、請負

代金又は契約代金の額の 100 分の 10 以上の額の契約保証金を納付又は契約保証金

に代わる担保として有価証券又は債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証

する銀行、町長が確実と認める金融機関又は保証事業会社(公共工事の前払金保証

事業に関する法律第２条第４項に規定する保証事業会社)の保証に係る証書を提供

しなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこれを免除す

る。 

(１) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証保険契約を締結して

いる場合 

(２) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契

約を締結している場合 

(３) 会津美里町財務規則第 99 条第１項第４号の規定に該当する場合 

９ 入札の無効 

１の入札に参加する者に必要な資格のない者がした入札及び会津美里町工事等

指名競争入札心得(平成 17年会津美里町告示第 27号)において示す入札に関する条

件等に違反した入札に加え、次の各号に掲げる入札は無効とする。 

(１) 会津美里町事後審査型制限付一般競争入札取扱要領（平成 19 年会津美里町

訓令第６号）第 10 条第１項各号に該当する入札 

(２) 会津美里町電子入札実施要綱（令和４年会津美里町訓令第 26 号）第 20 条各

号に該当する入札 

(３) 落札候補者について、総合評価方式に関する競争参加確認申請書等の確認書

類等が提出されない場合 

10 その他  

(１) 契約が議会の議決を要するものであるときは、その議決を得たときに地方自

治法(昭和 22年法律第 67号)第 234 条第５項に規定する契約書とみなすものとす

る。 

(２) 落札決定に当たっては、電子入札システムに入力した入札金額に当該金額の

100 分の 10 に相当する額を加算した金額(当該金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた金額)をもって落札価格とするので、入札者は消費税に

係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積った契約希望金額の

110 分の 100 に相当する金額を電子入札システムに入力すること。 

(３) 提出書類に虚偽の記載をした場合においては、工事等の請負契約に係る入札

参加制限を行うことがある。 


